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序　　　　　文

　スリランカ民主社会主義共和国政府は、1977年の市場経済体制への転換以来、国内産業基盤の

建て直しを目的とした諸政策を実施しています。特に基幹産業である金属加工分野の振興は、社

会・経済基盤の活性化に大きく寄与するものとして力を入れています。

　この取り組みの一環として、同国政府は、1994年２月に我が国に対して、金属加工技術の向上

を目的とした技術協力の実施を要請しました。これを受け、我が国は鋳造分野を対象とする技術

協力の実施を決定し、工業開発委員会（IDB）を実施機関として1995年から2000年までプロジェ

クト方式技術協力を実施しました。この協力においては、延べ47名の日本人の専門家派遣、15名

の研修員受入れ、必要な機材の供与を通じて、IDBに対する技術移転が行われました。

　本協力においては、IDB職員の技術力向上に大きく貢献した一方で、主に大型機材の導入に時

間を要したことから、IDBの職員に実践的な経験を積む機会を十分に与えることができませんで

した。よって、日本人専門家による補完的な技術移転を通じ、IDBがスリランカ鋳造業界に適切

な技術サービスを提供できるようになることを目標として、2001年６月から２年間の予定でフォ

ローアップ協力を実施しているところです。

　今次終了時評価調査団は、2003 年５月のフォローアップ協力期間の終了を控え、JICA事業評

価ガイドラインにのっとってプロジェクト活動を評価し、その結果を受けて、今後の協力方針に

ついてスリランカ側と協議するとともに、今後のプロジェクト活動に対する提言及び類似の技術

協力プロジェクトのあり方に関する教訓を導き出すことを目的として2003年２月に派遣されまし

た。

　本報告書は、現地における調査及び協議結果を取りまとめたものです。本調査を通じて導かれ

た提言、教訓が今後のスリランカ側関係者の活動、あるいは我が国の技術協力の実施に活用され

ることを期待しております。

　最後に本調査団の派遣にあたり、ご協力頂いた日本・スリランカ両国の関係各位に対して謝意

を表するとともに、今後のご支援を併せてお願いする次第です。

　2003 年５月

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　国際協力事業団
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　理事　　望月　久
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　









１－１　協力の背景と概要

　スリランカ民主社会主義共和国（以下、「スリランカ」と記す）政府は、1977年の市場経済

体制への転換以来、国内産業基盤の建て直しを目的とした諸政策を実施している。特に基幹産

業である金属加工分野の振興は、社会・経済基盤の活性化に大きく寄与するものとして期待さ

れている。このような取り組みの一環として同国政府は、1994年２月に我が国に対して金属加

工技術の向上を目的とした技術協力の実施を要請し、これを受けてJICAは1995年から2000年

まで鋳造分野を対象としたプロジェクト方式技術協力を実施した。協力の結果、カウンター

パート（C／ P）に対する一定水準の技術移転は達成したものの、実施機関である工業開発委

員会（IDB）が同国の民間鋳造部門に対し、的確な技術指導を行えるようになるに至るには、

日本人専門家による補完的な技術移転が必要であると判断されたことから、2001 年６月から

２年間の予定でフォローアップ協力を実施中である。本終了時評価はこの２年間のフォロー

アップ協力を対象に行われたものである。

１－２　協力内容

　５年間にわたる協力の成果を受けて、IDBの鋳造方案、木型製作、調砂造型仕上げ、溶解、

試験検査の各分野における鋳造技術の更なる向上及び民間鋳造企業に対する技術サービス提供

体制の改善を目的として、日本人専門家が IDBの C／ Pに対して技術移転を行う。

（1） 上位目標

　スリランカ鋳造業界の技術力と生産能力が向上する。

（2） プロジェクト目標

　IDB が鋳造業界に適切な技術サービスを提供できるようになる。

評価調査結果要約表

１．案件の概要

国名：スリランカ民主社会主義共和国

分野：産業技術

所轄部署：鉱工業開発協力部鉱工業開発協力

　　　　　第一課

R／D：1995年 12月１日～

協力期間
（R/D）　2000年 11月 30日

F／U：2001年６月１日～

（R/D）　2003年５月31日

案件名：鋳造技術向上計画フォローアップ

援助形態：プロジェクト方式技術協力

協力金額（評価時点）：約１億70万円

先方関係機関：企業開発・産業政策・投資促進省、

　　　　　　　工業開発委員会

日本側協力機関：財団法人素形材センター

他の関連協力：



（3） 成　果

０．プロジェクト運営体制が強化される。

１．鋳造技術に関する機材が適切に供与、据え付け、運転、維持管理される。

２．C ／ P の技術力が向上する。

３．鋳造関連研修コースが体系的に実施されるようになる。

４．鋳造にかかわる新技術が IDB によるセミナーや出版物を通じて業界に紹介される。

５．技術サービスが体系的に提供される。

（4）投入（評価時点）

日本側：（総額：約１億 70万円） 機材供与　　　なし（本体プロジェクト期間中

長期専門家派遣　 　　３名 　　　　　　　　に供与された機材を活用）

短期専門家派遣　 　　２名 研修員受入れ　　なし

スリランカ側：

C ／ P 配置　　　　　12 名 ローカルコスト負担　約 829 万 2,000 円

建物、設備、材料の提供　 （機材・消耗品購入含む）

２．評価調査団の概要

団長・総括：武田　慶一　　国際協力事業団鉱工業開発協力部　特任参事

技術評価　：前田　英三　　財団法人　素形材センター　技術顧問

調  査  者 評価管理　：山田　実　　　国際協力事業団鉱工業開発協力部

　　　　　　　　　　　　　鉱工業開発協力第一課職員

評価分析　：監物　順之　　中央開発株式会社

調査期間 2003年２月10日～2003年２月27日 　　　　　　　　評価種類：終了時評価

３－１　評価結果の要約

（1）妥当性

　鋳造業が機械産業の裾野産業として重要であるとして本件の実施を正当化した経緯につい

ては、スリランカの機械産業が極めて脆弱である現状にかんがみれば、若干安直に過ぎたき

らいがある。しかし、鋳造業は農業機械、建築・輸送業等多方面に製品・部品を供給する必

要があり、昨今の厳しい経済事情を乗り越えるためには市場の拡大に向けて技術力の向上が

必須である。また、同産業振興に向けての政府の力強いコミットメントが確認されたことか

ら、協力の妥当性は確保されたものと判断される。本プロジェクトが中小企業振興をめざす

ものであることから、日本の同国に対する援助政策との整合性、IDBを実施機関として選定

したことの妥当性については特に問題ないと考えられる。

３．　評価結果の概要



（2）有効性

　C／Pの技術力はスリランカ国内でトップレベルに達しており、いくつかの技術分野につ

いては日本の技能者検定１級程度に相当する技能を有すると判断された。民間セクターに対

する技術サービスの提供体制強化については、協力期間中に研修コース４分野９コース（37名

が参加）、技術セミナー７回（220名が参加）、出版物の発行５件のほか、企業訪問 65件、技

術相談 23 件を行っており、これらの実績は評価すべきである。

　研修コース、セミナーについてはC／Pが自力で企画、実施、モニタリングを行っている。

受講者もおおむねIDBのサービスに対して満足の意を表明しており、習得した技術を現場に

活用しているとの報告もある。ただし、業界の規模が限られており、教材の改訂がなされて

いないため、受講者数が減少傾向にあることが懸念される。

　一方、企業訪問、技術相談については、日本人専門家の助けを得て行われることが多い

が、最近になってC／Pが独力で行うケースも現れてきており、彼らが自力でカバーできる

技術分野の範囲は着実に広がっているものと判断される。

　よって、プロジェクト目標は当面達成されているといえるものの、現在の達成レベルを維

持するためには不断の努力が必要であると結論づけられる。

（3）効率性

　幅広い技術分野をカバーでき、かつ途上国における活動経験が豊かな技術専門家と、スリ

ランカの事情に通じた業務調整員から成る日本人専門家チームの構成は効率的な技術移転に

大きく貢献した。一方、スリランカ側投入もおおむね効率的になされた。C／Pに欠員が生

じるケースもあったが、各々の技術分野に最低１名のC／Pは配置されていたこと、また、

不測の事態に備え、彼らの多能工化が図られたことから、深刻な問題となるには至らなかっ

た。よって、プロジェクト活動の効率性は全般的に高かったと判断されるが、電気料金の高

騰によって本体プロジェクト期間中に供与された高周波炉が活用されていない、時として機

材のスペアパーツや消耗品の購入に時間を要するといった問題点も指摘できる。



（4）インパクト

　上位目標の達成状況については、統計資料が得られなかったこともあり、現段階において

包括的に評価することは困難であるが、IDBから習得した技術を活用した企業が返品率の減

少を実現したような事例もあり、近い将来達成の見込みがあると判断される。また、間接的

な正のインパクトとして、民間業界団体などの関係機関との協調関係に良化の兆しがみられ

ることやC／Pのモチベーションが向上したことが指摘できる。一方、本件実施に伴う悪影

響は特に認められない。

（5）自立発展性

　プロジェクト活動の自立発展性は必ずしも安泰とはいえない。制度的自立発展性について

は、IDBが組織全体として計画している、民間の顧客に対するサービス提供体制強化を目的

とした機構改革の動向がプロジェクト活動の自立発展性に影響を与えるものと思われる。国

内の鋳造業者が利用可能な素材や生産方法に重点を置いて技術移転がなされたため、技術的

観点からは自立発展性が認められるが、どの技術サービスについても、積極的に民間のニー

ズを把握し、質の改善（教材の改訂・開発、セミナーのトピックの開拓など）を図っていく

ことが必要である。財政的自立発展性については、「IDB 等の市場性を有するサービスを提

供している公的機関に対して自主採算を求めていく」政府の方針が確定しており、最も懸念

されるところである。IDBが技術サービスの顧客に対し、いかに料金の負担を求めていくか

が鍵となろう。

３－２　結　論

　全体的にC／Pに対する技術移転は成功裏に行われ、IDBの技術サービスを提供する能力は

改善された。日本側、スリランカ側双方からの投入は効率的に活用され、成果の発現につな

がった。C／Pは自ら技術水準を向上させていく自信を有するに至っており、協力は予定どお

り終了してよいと判断される。民間企業がIDBのサービスを活用している事例も報告されてお

り、近い将来本フォローアップの上位目標が達成される見込みは十分にある。スリランカの鋳

造業に機械産業の裾野産業としての役割を期待した当初の想定に疑問をはさむ余地はあるが、

スリランカ経済を活性化させるために鋳造業が重要であるとの認識があることから、プロジェ

クト活動の意義が損なわれるわけではない。政府とIDB自身にプロジェクト活動の自立発展性

を確保する強力なコミットメントがあれば、本協力の正のインパクトを維持し、更に強めるこ

とが可能と思われる。



３－３　提　言

（1）スリランカ政府に対する提言

　プロジェクト活動の妥当性を確保するため、鋳造業振興の意義についての官民関係者を交

えた議論を、更に強化すべきである。特に、高度な機械産業の裾野産業としての鋳造業を振

興するというよりは、ニッチ（隙間）マーケットにおける需要を充足するという現実的路線

を堅持することが望ましい。

　また、産業政策立案の基礎となるばかりでなく、ドナーによる協力の成果指標ともなる統

計資料の提供体制を確立する必要がある。

（2）IDB に対する提言

　日本人専門家が去ったあとも、民間のニーズを常に汲み上げ、技術サービスの内容改善に

たゆまぬ努力をするべきである。例えば、鋳造技術の最新の国際的動向に注意を払い、国内

鋳造業への適用を検討することが考えられる。また、技術レベルの維持のためには、C／ P

の辞任などの不測の事態に備え、日本人専門家から移転された技術のIDB内における普及を

図る必要がある。さらに、協力期間中に導入されたC／Pの多能工化の方針を維持すること

が望ましい。

　中小企業振興の観点からは、スリランカを代表する企業に対する事業支援サービス

（Business Development Service：BDS）提供者としての地位を確立すべく、① IDB 内各部門

の横の連携を強化し、②技術サービスの改善に向けて外部機関及び顧客たる企業の意見を聞

き入れる体制を維持・強化し、③業界団体との協働を通じ、ベストプラクティス、問題点の

共有に努めることが望ましい。

　政府から求められる自己採算の達成については、性急には取り進めず、長期的に顧客が料

金を払ってでもIDBのサービスを利用したいと考えるに至るよう、技術力及び組織としての

実力・名声の向上に努めるべきである。そのためには自己採算達成までの過渡期は、政府予

算を活用して技術サービス提供の経験を蓄積することが重要である。

　プロジェクト活動の運営管理の観点からは、機材の有効活用を図るために、スペアパー

ツ、消耗品の安定確保体制を確立することが急務である。このために機材の保守管理を外部

委託する可能性も検討に値する。また、活動の継続を図るためには、協力期間中に供与され

た自動車、OA 機器などが IDB の鋳造部門にとどまるよう配慮がなされるべきである。



３－４　教　訓

　本協力における技術移転が成功裡に行われた理由として、積極的な工場訪問、モデル工場と

の共同作業などにより、国内産業の固有の状況に十分配慮した協力が行われた点を指摘でき、

他の類似案件においても参考にすべきである。

　また、日本人専門家の多くは、技術面の専門性もさることながら、往々にして民間セクター

出身であることから、途上国の公的機関に示唆を与えるような民間セクターの規律、慣習をわ

きまえている（多能工化の試みなど）。今後本件のような民間セクターを支援する公的機関を

実施機関とする案件においては、技術指向というよりも顧客指向が求められるところであり、

日本人専門家のこのような「ソフト面」での知見は有効に活用されるべきである。そのために

は、このような知見の活用・普及を専門家のTOR（業務内容）に明記することも検討に値する。

　一方で、本協力が抱えていた問題点からは、案件の計画段階を重視すべきという教訓を導く

ことができる。本件の計画段階に関しては、プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）

上に不適切な指標・外部条件が設定されたこと、実施機関を取り巻く事情調査が不十分であっ

たこと、案件実施の正当化がやや安直になされたことなどの指摘が可能であり、今後の案件形

成にあたっては準備段階に十分な作業量を割り当てる必要がある。特に、本件のように特定の

産業部門の振興を図るような案件にあっては、当該産業振興へ向けての政策のみならず、その

ような政策が策定されるに至ったプロセスにまで着目することが、政府のコミットメントを確

認するうえで望ましいと考えられる。
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第１章　終了時評価調査の概要

１－１　調査団派遣の経緯と目的

　スリランカ民主社会主義共和国（以下、「スリランカ」と記す）政府は、1977 年の市場経済体

制への転換以来、国内産業基盤の建て直しを目的とした諸政策を実施している。特に基幹産業で

ある金属加工分野の振興は、社会経済基盤の活性化に大きく寄与するものとして期待されている。

このような取り組みの一環として、同国政府は、1994年２月に我が国に対して金属加工技術の向

上を目的とした技術協力の実施を要請した。これを受けて JICAは 1995 年から 2000 年まで鋳造

分野を対象としたプロジェクト方式技術協力を実施した。協力の結果、カウンターパート（C／P）

に対する一定水準の技術移転は達成したものの、実施機関である工業開発委員会（IDB）が同国

の民間鋳造業界に対し、的確な技術指導を行えるようになるに至るには、日本人専門家による補

完的な技術移転が必要であると判断されたことから、2001 年６月から２年間の予定でフォロー

アップ協力を実施中である。

　今般の終了時評価調査団は、2003 年５月のフォローアップ協力期間の終了を控え、JICA事業

評価ガイドラインにのっとってプロジェクト活動を評価し、その結果を受けて、今後の協力方針

についてスリランカ側と協議するとともに、今後のプロジェクト活動に対する提言及び類似の技

術協力プロジェクトのあり方に関する教訓を導き出すことを目的として派遣されたものである。

１－２　評価対象プロジェクトの概要

　本フォローアップ協力においては、５年間にわたる本体プロジェクトの成果を受け、2001年６月

から鋳造技術、鋳造方案、業務調整の３名の長期専門家が派遣され、補完的な技術移転を行って

いる。協議議事録（R／D）署名時に合意されたプロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）

の概要は以下のとおりである（PDM のオリジナルについては付属資料２．合同評価報告書の

Annex 1 を参照のこと。以下においても、Annex とは合同評価報告書の別添資料を指す）。

上位目標「スリランカ鋳造業界の技術力と生産能力が向上する」

　　外部条件１「鋳造業界が IDB の技術サービスを活用する」

　　外部条件２「研修受講者が鋳造業界から幅広く受け入れられる」

　　外部条件３「鋳造業界の需要が変化しない」

プロジェクト目標「IDB が鋳造業界に、適切な技術サービスを提供できるようになる」

　　外部条件１「訓練を受けた C ／ P が IDB にとどまる」

　　外部条件２「IDB が鋳造協会（Foundry Development & Services Institute：FD&SI）と協力

　　　　　　　　的な関係を確立する」

▲

▲
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成果０「プロジェクト運営体制が強化される」

成果１「鋳造技術に関する機材が適切に供与、据え付け、運転、維持管理される」

成果２「C ／ P の技術力が向上する」

成果３「鋳造関連研修コースが体系的に実施されるようになる」

成果４「鋳造にかかわる新技術が IDB によるセミナーや出版物を通じて業界に紹介される」

成果５「技術サービスが体系的に提供される」

　本PDMはフォローアップ期間中、修正されていない。計画と実績を対比した技術協力計画、活

動計画、暫定実施計画については、Annex 2、3、4を参照のこと。

１－３　終了時評価の手法、考え方

（1）評価設問の設定

　フォローアップ協力を実施することになった主要な理由が、「本体プロジェクトを通じ、

IDBが民間鋳造業界に適切な技術サービスを提供できる体制を築くに至らなかった」ためで

あることにかんがみ、本終了時評価においては、この課題が解消されたかの検証を重点的に

行った。すなわち、この論点を評価設問の中核に据えて調査を行った。なお、現地調査に先

立ち、この観点からの論点整理を行い、ディスカッションペーパーとして取りまとめた。こ

の英訳版は事前にスリランカ側評価チームに送付し、議論の叩き台として活用した（付属資料

５．参照）。

（2）情報の収集・整理方法

　協力の実績、実施プロセスの確認にあたっては、文献資料、IDBや民間鋳造企業の生産現

場の直接視察、アンケート調査、インタビュー調査といった多面的な情報源を活用した。ア

ンケート調査、インタビュー調査については、実施機関であるIDBのほか、日本人専門家チー

ム、監督官庁である企業開発・産業政策・投資促進省、民間の業界団体である FD&SI、IDB

の技術サービス利用者（民間企業など）を対象に行い、ステークホルダーの多角的な意見が

評価に反映されるよう留意した。回答内容を集約した質問票を付属資料４．に示す（ただ

し、監督官庁及びFD&SIからは質問票を回収することができなかったため、質問票の様式の

みを示す）。

　また、入手した情報は評価グリッド（付属資料３．）を用いて体系的に整理した。

（3）５項目評価

　収集した情報に基づき、評価５項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性）
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の観点からプロジェクト評価を行った。

（4）結論、提言、教訓の導出

　評価結果を基に、結論、今後のプロジェクト活動に対する提言、類似の技術協力プロジェ

クトの企画・実施にかかわる教訓を導き出した。

（5）スリランカ側との共同作業

　上記（2）～（4）の作業はスリランカ側評価チームと合同で行った。特に、実績の確認を

受けた５項目評価、提言・教訓の導出にあたり、先方評価チームの積極的参画を得た。

１－４　評価チームの構成

　本終了時評価は以下のとおり、スリランカ側評価チーム５名、日本側評価チーム（調査団）４名

により実施された。

〈スリランカ側評価チーム〉

Mr. Jayantha Ranatunga (Leader) Consultant Engineer and Vice President

Institution of Engineers, Sri Lanka (IESL)

Dr. Rohan Tittagala Director-Career Guidance/Senior Lecturer

Department of Mechanical Engineering University of Moratuwa

Mr. Epa Dayaratne Director, Machinery Sub-sector

Ministry of Enterprise Development, Industrial Policy,

Investment Promotion and Constitutional Affairs

Mr. Y. C. P. Costa Foundry Manager

Ceylon Heavy Industries and Construction Company Limited

Eng. A. R. M. Rifaadh Deputy General Manager / Operations

Sinwa Holdings (Pvt.) Ltd.

〈日本側評価チーム〉

武田　慶一（団長・総括） 国際協力事業団鉱工業開発協力部　特任参事

前田　英三（技術評価） 財団法人素形材センター　技術顧問

山田　実（評価管理） 国際協力事業団鉱工業開発協力部鉱工業開発協力第一課　職員

監物　順之（評価分析） 中央開発株式会社
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１－５　調査日程

日 順 月　日 曜 日

１ ２月10日 月

２ 　　11日 火

３ 　　12日 水

４ 　　13日 木

５ 　　14日 金

６ 　　15日 土

７ 　　16日 日

８ 　　17日 月

９ 　　18日 火

10 　　19日 水

11 　　20日 木

12 　　21日 金

13 　　22日 土

14 　　23日 日

15 　　24日 月

16 　　25日 火

17 　　26日 水

18 　　27日 木

日　　　程

団長、技術評価、評価管理団員

成田発（SQ997） 　12:00

シンガポール着 　18:20

シンガポール発（SQ402）22:40

コロンボ着 　00:20　　　　　　　　　　　　　　　　　

JICA事務所打合せ

財政計画省表敬

企業開発・産業政策・投資促進省配属専門家面談

IDB会長面談

スリランカ評価チーム協議

プロジェクトサイト視察、IDB幹部・C／P面談

企業開発・産業政策・投資促進省、IESL、C／P面談

企業訪問（Ceylon Heavy Industries and Construction Limited）

IDB幹部、日本人専門家協議

企業訪問（Udaya Industries）、合同評価報告書作成

合同評価報告書及びミニッツ作成

スリランカ側評価チーム協議

合同調整委員会、合同評価報告書・ミニッツ署名

JICA事務所報告

コロンボ発（SQ401） 　01:35

シンガポール着 　07:20

シンガポール発（SQ12）　09:45

成田着 　17:05

評価分析団員（コンサルタント）

成田発（SQ997） 　12:00

シンガポール着 　18:20

シンガポール発（SQ402） 22:40

コロンボ着 　00:20

JICA事務所打合せ　　　　　

日本人専門家面談

C／P、FD&SI、IDB幹部面談

企業開発・産業政策・投資促進省、ス

リランカ技術者協会（IESL）、IDB会

長・C／P面談

鋳造企業訪問（Asiri Industries、 Zenith

Engineering、Nilwala Engineering、

Namal Engineering）

アンケート・インタビュー結果分析

合同評価報告書草案作成

同　上

同上、プロジェクトサイト視察
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１－６　主要面談者（スリランカ側評価チームメンバーを除く）

（1）企業開発・産業政策・投資促進省（Ministry of Enterprise Development, Industrial Policy,

Investment Promotion and Constitutional Affairs）

Mr. Ranjith Fernando Secretary

Mr. Roy Jayasinghe Additional Secretary

（2）財政計画省（Ministry of Finance and Planning）

Ms. Asoka Fernando Director, Japan Division

Department of External Resources

Mr. Ananda Wijerathna Assistant Director, Japan Division

Department of External Resources

Mr. H.M. Gunasekara Director, National Planning (Industries & Employment)

Mrs. Nirmala Perera Director, National Budget

（3）工業開発委員会（Industrial Development Board：IDB）（括弧内はC／ Pとしての担当分野）

Dr. C. T. S. B. Perera Chairman

Mr. S. L. P. Stambo Chief Engineer (General)

Mr. B. S. N. Fernando Deputy Chief Engineer / Foundry Manager (General)

Mr. K. Sethramalingham Mechanical Engineer (General)

Mr. S. P. Guluwita Metallurgist (Melting)

Mr. R. A. Weerasuriya Engineering Assistant (Wooden Pattern)

Mr. S. M. P. Abeykoon Engineering Assistant (Wooden Pattern)

Mr. W. D. Leelaratne Mechanical Engineer (Moulding)

Mr. B. A. Kumarasiri Engineering Assistant (Moulding)

Mr. W. A. R. Dabarera Laboratory Assistant (Testing)

Ms. T. M. L. Cooray Laboratory Assistant (Testing)

Mr. R. M. S. Dias Material Engineer (Melting)

（4）業界団体、鋳造企業等

Mr. Parakrama Jayasinghe Council Member, Institution of Engineers

IESL

Mr. Melvin Samarasinghe Chairman

Foundry Development & Services Institute (FD&SI)
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Mr. Jagath Surendra Owner, Asiri Industries

Mr. Zenith D. Gunathilake Owner, Zenith Engineering

Mr. A. C. S. Perera Owner, Nilwala Engineering

Mr. K. D. Chandrapala Owner, Namal Engineering

Mr. Jayasena Owner, Udaya Industries

Mr. Tilak Bandara Business Partner, Udaya Industries

（5）プロジェクト専門家

近藤　展啓 鋳造技術

米田　外喜彦 鋳造方案

渡辺　佳彦 業務調整

（6）JICA 派遣専門家

表　伸一朗 財政計画省（開発援助案件策定及び実施支援）

室井　常正 企業開発・産業政策・投資促進省（工業開発政策アドバイザー）

（7）JICA スリランカ事務所

杉原　敏雄 所　長

田中　博之 所　員
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第２章　協議結果

　本調査団はプロジェクト関係者との協議を通じ評価作業を取り進め、2003年２月25日に合同

調整委員会の席上において、ミニッツ（付属資料１．）及び合同評価報告書（付属資料２．）に署

名を行った。先方の署名者は、ミニッツについては企業開発・産業政策・投資促進省次官のMr.

Ranjith Fernando 及び財政計画省日本課課長であるMs. Asoka Fernando（ただし、当日は同課課

長補佐のMr. Ananda Wijerathnaが代行署名）、合同評価報告書については、スリランカ評価チー

ムのリーダーを務めたスリランカ技術者協会（IESL）副総裁のMr. Jayantha Ranatungaであった。

　ミニッツにおいては、①合同評価報告書の内容が合同調整委員会の場で承認されたこと、②

フォローアップ協力期間が予定どおり、2003 年５月末で終了する予定であること、③フォロー

アップ終了までの双方からの投入、特に日本側の投入として短期専門家１名（終了時セミナーの

講師）の派遣を予定していることを確認した。

　これに加え、合同評価チームとしては予定どおりに2003年５月をもって、本件フォローアップ

を終了することが妥当であると結論したものの（第４章に示すとおり、C／Pが自立的に技術力

を向上させていく力を身に付けるに至ったと判断されたため）、工業開発委員会（IDB）側からは

専門家、シニア海外ボランティアのいずれの形態であれ、日本人技術者が継続して配置されるよ

う要望があったので、この点をミニッツにて確認した１。

　合同評価報告書の内容については、次章以降に記載する。

１  後述するとおり、日本人専門家が去ったあとのプロジェクト活動の自立発展性については疑問があるので、シニア海外ボランティ

アの派遣を検討するにあたっては、その妥当性を慎重に見極める必要がある。本報告書作成時の段階では、協力期間終了後のプ

ロジェクト実施体制について現実的な計画を立案し、日本側に提示することを IDBに対して依頼しているところである。
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第３章　調査結果

　本章以降においては、英文の合同評価報告書の内容に準じ、フォローアップ協力の実績、成果

について詳説する。

３－１　プロジェクトの実績

３－１－１　投　入

　若干の不足、遅れはみられたものの、日本・スリランカ双方からの投入はおおむね当初計画

に従い、提供された。

（1）日本側投入

　長期専門家３名（鋳造技術、鋳造方案、業務調整）及び短期専門家２名（検査・試験、

真ちゅう鋳物）が派遣された（Annex 5参照）。当初計画で予定されていた数名の短期専門

家が実際には派遣されなかったが、これは日本側、スリランカ側の双方が、これらの短期

専門家による指導が想定されていた技術分野を長期専門家がカバーできるとの判断に合意

したためである。

　なお、フォローアップ協力期間中の機材供与、研修員受入れ、調査団派遣はなかった（本

終了時評価調査を除く）。

　2003年１月27日現在、日本側の本フォローアップ協力への総投入経費は約１億70万円

である（Annex 6 参照）。

（2）スリランカ側投入　

　まず、人員の配置については、フォローアップの開始時には当初計画どおりの９名の常

勤 C ／ P、２名の非常勤 C ／ P が配置された（Annex 7 参照）。協力開始直後、溶解分野

のC／ Pが工業開発委員会（IDB）を辞任し、2003 年１月まで欠員の補充がなされなかっ

た。さらに、2002年10月には試験検査部門のC／Pが辞任し、欠員は未補充である。よっ

て調査実施時において８名の常勤C／P、２名の非常勤C／Pが配置されており、常勤C／ P

１名が欠員している状況である。

　フォローアップ協力の運営体制については、IDBの主任技師、副主任技師、鋳造課長が

C ／ P、日本人専門家と密に連絡をとり、プロジェクト活動の円滑な実施にあたって重要

な役割を担った。

　また、事務要員については問題なく配置された。

　プロジェクト運営経費の負担に関しては、「市場性のある（marketable）」サービスを提
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供している政府機関は独立採算を達成すべきであるとの国家政策に従い、IDBに配賦され

る予算は年々減少しており、この傾向は今後も続く見込みである。フォローアップ協力に

割り当てられた予算は、2001年６月１日から2002年５月31日に至るまでの期間につき、

100 万スリランカルピー（以下、「SLRs.」と表記。SLRs.１は評価を行った 2003 年２月の

時点において約 1.22 円）、2002 年６月１日から 2003 年５月 31 日に至るまでの期間につ

き、SRLs. 58 万 3,334 であった（Annex 8 参照）２。

　また、フォローアップ協力に伴う活動経費として IDB から実際に支出された金額は、

2001 年５月から 12 月の期間につき、SLRs. 277 万 2,629、2002 年の１月から 12 月までの

期間につき、SLRs. 403 万 3,652 であった（Annex 9、10 参照）。

　一方、IDB の鋳造部門の収入については、20 0 1 年５月から 12 月の期間につき、

SLRs. 135 万 4,034（SLRs. ３万 372 の内部販売収入及び SLRs. 132 万 3,662 の外部販売収

入）、2002 年の１月から 12月までの期間につき、SLRs. 143 万 2,846（SLRs. ６万 9,040 の

内部販売収入及び SLRs. 136 万 3,806 の外部販売収入）であった（Annex 10 参照）。

３－１－２　活動と成果

　プロジェクト活動の進捗とそれに伴う成果の達成状況はおおむね予定どおりであることが、

活動計画や C ／ P 及び日本人専門家に対するインタビューから確認された（活動については

Annex 11 を、成果については Annex 12 を参照）。

成果０「プロジェクト運営体制が強化される」

　現在のIDBの組織図をAnnex 13に示す。2000年９月４日にまとめられた本体プロジェク

トに対する合同評価報告書によれば、「管理・運営体制が適切に確立された。C／P、作業員、

管理職員の配置も適切であり、予算の手当も滞りなく行われている」「プロジェクト終了時に

は計画どおりに活動が完了している見込みである」とある。

　本フォローアップ協力に対する終了時評価時においても、基本的にはこの記述のとおりで

あるが、先に述べたように、フォローアップ期間中にはC／ Pの欠員があったことに加え、

予算執行の遅れからスペアパーツや消耗品の調達に遅れが生じ、JICA側が経費を負担せざる

を得ないケースもみられた。このような事態が発生したことの背景には、現行の制度では

IDBが得た自己収入をIDBが自由に支出することができず、国庫に返納しなくてはならない

（より正確には、自己収入を得た分、国家予算の拠出が減額される）事情があり、IDB とし

ては本制度に対して不満を抱いていることが確認された。

２　これらの金額には給与、時間外手当等の人件費、社会保険料、電気・水道等のユーティリティー料金は含まれていない。
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成果１「鋳造技術に関する機材が適切に供与、据え付け、運転、維持管理される」

　機材の供与、据え付けは本体プロジェクト期間中に終了しており、フォローアップ事業で

は新たな機材の供与は行われなかった。機材の運転、維持管理のためのマニュアルも、本体

プロジェクトの際に準備されている。

　機材は適切に運転、維持管理されていることが確認された。管理記録を Annex 14 に、維

持管理用のマニュアル一覧表を Annex 15 に示す。フォローアップ期間中、高周波誘導炉に

より 35 回、キュポラによって 21 回の溶解が行われている（Annex 16 参照）。

　なお、スペアパーツや消耗品（レジンギアポンプ、フランサンドミキサー用のスペアパー

ツ等）の調達にあたっては、多少の問題が見受けられた。

成果２「スリランカ側C／Pの技術力が向上する」

　フォローアップ協力においては、初年度からC／Pに鋳造に関する実務経験を積ませるこ

とに優先順位が置かれ、このためにターゲット製品としてマンホールカバー／フレームなど

が用いられた（ターゲット製品のリストについてはAnnex 17 を参照）。鋳造技術、鋳造方案

の専門家が作成したマニュアル、教材のリストをそれぞれ Annex 18、19 に示す。

　各技術分野のC／Pが到達した技術レベルの詳細については、技術評価団員による報告（章

末コラム参照）に譲るが、総合的に判断して成果２は成功裏に達成されており、一部のC／ P

は日本の技能士１級の技術レベルに達していると評価された。各分野の技術が同時に向上し

たことに伴うシナジー効果から、IDBのC／Pの手による鋳造製品の品質はスリランカ国内

で最高位にあると判断される。

成果３「鋳造関連研修コースが体系的に実施されるようになる」

　本体プロジェクトの終了時に、既にC／ Pは、協力期間中に提供されたカリキュラムや教

材（Annex 22 参照）に沿って、自力で研修コースを企画、実施、モニタリングすることが可

能なレベルに達していた。この意味では、成果３に関しては既に本体プロジェクトの実施期

間中に達成されていたといえる。しかしながら、鋳造の生産現場における実経験に乏しいこ

とから、受講生から出た質問に自信をもって答えることができない状態であった。本体プロ

ジェクト時の合同評価報告書によれば、更なる経験の上積み、とりわけ鋳造方案、最適な鋳

造素材の選定に関する経験の上積みが必要であるとされている。

　フォローアップ期間中には、溶解１コース、鋳造技術３コース、大学卒業技術者向け

２コース、個別コース３コースの、合わせて９つの研修コースが開催された（Annex 23 参

照）。どのコースとも C ／ P 自身が企画、実施、モニタリングを行った。よって、成果３に

関しては、ある意味達成されたといえる。
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　しかし、トレーニングコースの受講者数が９コースで37名と最近になって減少している。

現在使用されているカリキュラムや教材は、新しく追加されたものもあるが、基本的には本

体プロジェクト期間中に供与されたものである。スリランカの鋳造業界は現在の研修コース

の内容に満足しているものの（Annex 24 参照）、業界の規模が限られていることにかんがみ

れば、IDBが今後も同じカリキュラムで研修コースの実施を続ける限り、近い将来受講者が

いなくなってしまうのは明らかである。

　さらに、インタビューを通じ、自らの現場経験に照らし研修コースの内容が入門的すぎ

る、研修で使用した工具類が自分の工場にはない、といった意見も聞かれた。

成果４「鋳造にかかわる新技術がIDBによるセミナーや出版物を通じて業界に紹介される」

　フォローアップ期間中７回のセミナーが開催され、延べ220名の参加があった（Annex 25、

Annex 26 参照）。すべてのセミナーは C／ P自身によって企画、実施、モニタリングが行わ

れた。加えて、フォローアップ期間中５種類の出版物が発行されており（Annex 27 参照）、

成果４はある意味達成されたといえる。

　しかしながら、ここでも研修コースの場合と同様の問題点が指摘できる。すなわち、業界

のニーズを把握し、セミナーや出版物の内容をそれに応えるように改善していかない限り、

セミナー参加者や出版物の読者はすぐに減少してしまうことが予想される状況である。

　さらに、特に技術セミナーについては開催経費のかなりの部分が日本側の負担であったこ

とも問題点として指摘できる。

成果５「技術サービスが体系的に提供される」

　フォローアップ協力の２年目には、鋳造工場の現場で実際に起こる問題を理解し、その解

決策を探ることを目的とした工場訪問が優先的に行われた。その結果、フォローアップ期間

を通じて、65 社の工場訪問、23 件の技術相談が実施された。大半は日本人専門家同行によ

るものであったが、最近になって C ／ P だけで行われる事例も現れてきている。

　よって、本体プロジェクト終了時に比べると、C／ Pは産業界への技術サービスを提供す

るにあたっての自信を強めたといえる。

　ただし、C／ Pが提供できる技術はおおむね本体プロジェクト、フォローアップの７年に

わたる技術協力期間中に日本人専門家から学んだ技術に限定されている。

３－１－３　プロジェクト目標

「IDB が鋳造業界に適切な技術サービスを提供できるようになる」

　フォローアップ協力期間中、IDBは様々な技術サービスを提供した。これらの技術サービス
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のうち、研修コースとセミナーについては、C／ P 自身が企画、実施、モニタリングを行って

いる。一方、工場訪問や技術相談に関しては、大半が日本人専門家同行によるものであった

が、最近になってC／ P独力によるサービスの提供も行われているという状況である。

　鋳造企業に対して IDBが行った追跡調査によると、27社中 25社が研修を通じて得た技術、

技能を工場に導入したと回答している（Annex 28 参照）。また、IDB が 1998 ～ 2002 年までに

開催された研修コースの受講者 108 名中 81 名を対象に実施した別の調査においては、全回答

者が研修コースで習得した技術を活用していると答えている（Annex 24 参照）。

　鋳造工場６社を対象に行ったインタビュー調査においても、ほとんどの経営者がIDBの技術

サービスに満足していると回答しており、その理由としては以下の点があげられた。

・押し湯、ガス抜き、砂の湿度管理など、IDB から導入した技術を用いることにより、製品

の品質向上に成功した。

・顧客からの返品が大きく減少した。

・これまでは欠陥と認識していなかった不具合を欠陥と認識できるようになった。

　また、多くの工場経営者が、IDBから更なる技術サービスの提供を受けたいとの希望を表明

した。

　よって、現状においてプロジェクト目標は達成されているといえる。

　ただし、この結論には以下の留保を付する必要がある。

・過去の受講者から、研修内容が初歩的にすぎ、より高度な内容が求められているとの指摘

があった。

・業界のニーズに応えるための教材の改訂、トピックの開拓が行われていないため、研修

コースやセミナーの参加者数が減少傾向にある。

・C／ Pだけで工場訪問を行う際、顧客から出た質問にその場で答えられず、日本人専門家

の意見を聞くために、問題をもち帰らなければならないことがある。

　結論としては、大部分の研修コースの受講生や工場経営者がIDBの技術サービスに満足して

いることから、プロジェクト目標は現状において達成されたといえるが、現在の達成レベルを

維持するためには、業界のニーズを把握し、技術サービスの内容を向上させていく、たゆまぬ

努力が必要である。

３－１－４　上位目標

「スリランカ鋳造業界の技術力と生産能力が向上する」

　プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）には、上位目標の到達レベルの判断指標と

して、「IDB の研修コースを受講した学生の鋳造業界への就職状況」と「企業の技術能力の評
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価」の２つがあげられている。

　調査団としては、前者の指標は上位目標の到達レベルを測る指標として適当でないと判断し

た。これは、すべての研修受講者が（学卒者ではなく）もともと鋳造業界に従事しており、こ

れらの受講者が研修受講後に業界にとどまったとしても、そのことは必ずしも技術能力・生産

能力の向上を意味しないからである。

　これに代わる上位目標の達成レベルを測る指標として、調査団はマクロレベルでの鋳造業界

のパフォーマンス（生産量、輸入量など）の把握を試みたが、再三スリランカ側に提出を求め

たものの、結局適当な統計資料を入手することができなかった。

　もっとも、一般論として、上位目標はプロジェクト終了後数年経てから達成が見込まれるも

のであり、現段階において包括的な評価を下すのは時期尚早である。よって、上述のようなマ

クロレベルの統計に望ましい兆候が現れていないとしても、本フォローアップ協力について否

定的な評価を下すことは適当ではないと思われる。

　一方で、PDMに示された指標のうち、「企業の技術能力の評価」に関しては、IDB から学ん

だ新しい技術を活用し、製品の品質向上に成功した企業もあるなど、良好な徴候が現れてきて

おり、この意味では近い将来、上位目標が達成される公算は十分にあるといえる。

３－２　実施プロセス

（1）モニタリングプロセス

　少なくとも１年に１度は開催することが定められた合同調整委員会は2002年５月21日に

開催され、フォローアップ協力２年次の年間計画について承認を与えた。第２回の委員会は

本終了時評価結果の発表を主たる目的として 2003 年２月 25 日に開催された。

　プロジェクトレベルでは、C／ Pと日本人専門家との間で毎週、進捗会議と技術会議を交

互に開くことで合意が得られたものの、必ずしも定期的に開催されていないのが実状である

（Annex 29 参照）。この状況を受け、2002 年 11 月 27 日以降は、毎日朝礼が行われるように

なっており、C／ Pと日本人専門家間の円滑なコミュニケーション、効果的な技術移転に貢

献している。

（2）外部条件の変化

　本節においては、PDMに記載された外部条件とそれ以外の外部条件の変化につき、記述す

る。

　前者に関し、本フォローアップ協力の PDM においては、プロジェクト目標達成のための

外部条件として、以下の２点が示されている。

・訓練を受けた C ／ P が IDB にとどまる。
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・IDB が鋳造協会（FD&SI）と協力的な関係を確立する。

　前述したように、１点目の外部条件は完全には満たされてはいない。しかし、協力期間を

通じて、１つの技術分野に最低１名のC／ Pが配置されていたので、プロジェクト活動に大

きな支障を来すことはなかった。さらに、C／ Pの突然の離職による悪影響を防ぐために、

日本人専門家の提案により、頻繁な配置換えを通じた C／ P、作業員（ワーカー）の多能工

化が進められたことは特筆に値する。

　２点目の外部条件に関しては、協力期間のほとんどを通じて IDB と FD&SI との関係は協

力的とはいい難いものであった。民間部門に対する働きかけを強めるにあたり、C／ P及び

日本人専門家は FD&SI を介するのではなく、直接民間の鋳造企業に連絡する方法をとった

（もっとも、結果的には、この方法は民間部門との関係を改善するうえで有益であった）。し

かし、最近になってFD&SIからの申し入れにより、モデル工場向け研修の提供という形での

IDBとFD&SIの協同事業が始まっている。

　PDM に記載のない外部条件に関しても、以下のような望ましくない事態が発生した。

・厳しい経済事情により、鋳造製品の市況、IDB の財政事情に悪影響が及んだ。

・電気料金の高騰により、高周波誘導炉の運転コストが大幅に増加した（詳細はAnnex 30

参照）。

・IDB のチェアマンが頻繁に交代し（１年半の間に３名）、スペアパーツの調達や C ／ P

の配置といったプロジェクト活動にかかわる意思決定に遅れが生じた。

　このような状況下においても、C／ Pと日本人専門家双方の努力により、プロジェクト活

動への影響は最小限に抑えられた。

（3）C ／ P の意識と行動

　質問票調査の結果によれば、多くのC／ Pがフォローアップ協力を通じ、職務に対するモ

チベーションが向上したとの意見を表明しており、IDB幹部や日本人専門家もその変化を認

めている。

（4）技術移転の方針

　C／ Pに実務経験を積ませることを主たる目的とする技術移転において、スリランカ鋳造

業にとっての新規市場の開拓にも資するべく、以下の点に配慮がなされた。

・現状において輸入に頼っている鋳造製品がターゲット製品として選定された。顧客がス

リランカ製品を受け入れない主な理由が低品質であることから、一定水準の品質を満た

すターゲット製品をうまく生産できれば、商業ベースでの輸入代替につながるとの認識

によるものである。
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・生産方法の考案にあたっては、現地で入手可能な材料、設備を極力利用するよう配慮が

なされた。すなわち、日本では広く使われているが、スリランカでは入手困難な材料、

設備を利用するような方法は、意図的に避けられた。

　さらに、基礎的な技術移転は本体プロジェクト期間中に完了しており、フォローアップ協

力の主目的はC／Pの応用力向上にあったことから、日本人専門家は問題点に対する回答を

即座に与えるのではなく、まず C ／ P 自身に考えさせるという方針を意図的に採用した。

技術団員報告書

日程：鋳造サイトの視察及びC／ P面接による技術評価：２月 20 日

　　　関連企業視察：Ceilon Heavy Industries and Construction Limited：２月 20 日

　　　　　　　　　　Udaya Industries　　　　　　　　　　　　　　 ：２月 22 日

１．評価結果

（1）総合判断

　本体プロジェクト期間及びF／U期間を通じて、基本的に自立して技術を継承移転でき

る水準に達している。具体的に表現するならば、C／Pらはそれぞれの専門領域において、

日本の鋳造技術１級若しくはそれ以上の技術水準に到達しており、C／Pらが製造する製

品の品質はスリランカ国内ではトップクラスであるといえる。ただ残念ながら、より要求

水準の高い工作機械や自動車などの鋳物を、これら産業が国内にないことから受注する機

会がなく、これによる技術水準高揚の機会に恵まれていない。　

（2）工程別各 C／ P の技術到達水準

1） 鋳造方案

　F／U期間に45品目の新規木型製作のための鋳造方案実施。押湯理論はモジュラス

を含んだ指導可能で、C／P等が近く行うセミナーに備えてシンハラ語のテキストを作

成済み。発熱押湯等も経験済みであるが、現実的には使用の機会は少ない。

2） 木型製作

　上記 45品目の木型作成、その品質についての造型部門の評価も良い。日本式の作成

方法が身に付いており、刃物類の手入れも良い。図面読解能力も日本の技能士１級相

当。研修コースでは経験者を含む25名に対して指導を担当した。国内の需要構成から、

複雑大型の木型の受注チャンスに恵まれていない。仕事の速度、木型の在庫管理は不十分。
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3） 調砂造型仕上げ

　人員不足のため、造型工がこの工程を担当している。

　フラン、セメント、生型砂の調砂に関しては、十分な知識はあるが、調達事情の相違

からか、ベントナイトの詳細（インドのどこで生産されたか、その銘柄や製品番号等）

についての知識がない。

　F／U期間に50種以上の鋳物を製作。輸入品代替のFCDマンホールは民間への技術

移転を考慮して生主型で鋳造し、モラトワ大学で実施した実体破壊試験に合格した。ブ

レーキシューは1,000個以上鋳造。鋼丸棒鋳ぐるみローラーも実績あり。製品出来栄え

は国内トップクラス、特に肉厚品では、フラン鋳型と押湯技術で他の追随を許さない。

　不良率は試作を除き２～３％程度とのこと。技術標準類は基本的なものは専門家が作

成済み、作業マニュアル的なものが C／ P によって作成されている。

　総合的に C／ P の到達水準は鋳造技能士１級以上と判定される。

　企業指導実績は延べ 20社程度、最近は月３日程度出掛けている。溶解や他分野の問

題については、その担当に引き継いでいる。研修コースでは約 100 名を教育した。

4） 溶　解

　１ｔ熱風キュポラと、300kg高周波炉によって技術移転。それらの日常操業や点検に

関しては問題ない。電気系統は専門の電気技師１名を早期に日本での研修に派遣済み、

現在IDB全体の電気関係の予防保全（preventive maintenance）を担当している。技術協

力計画にあるキュポラの設計技術に関する技術移転の必要性はないが、各種キュポラの

特徴について相応の知識があり、問題はない。溶解研修コースでの指導実績は約50名。

　分光分析装置での不純物分析は Zn、Pb、Sbがなく、これらの鋳鉄への影響の知識も

欠如している。接種の観点からS含有量管理値に下限を設定する必要性が認識されてい

ない。

5） 非鉄（真ちゅう）

　専任の C／ Pはおらず、各工程分担の形で真ちゅう（Brass）の技術移転を行った。

総加工のブッシュ３種を製作。それとは別に短期専門家が地場産業の育成としてKandy

地区で砂の指導を行った。

6） 企業巡回指導

　専門家主導で行われた延べ 65回の企業指導に参加、徐々にC／ P主導又は単独での

指導が増えつつある。ただし、その効果について生産量の増加、あるいは不良率の低下

といった形で数量的な把握はされていない。
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２．総合印象

　本プロジェクトを成功に導いたプラスの要因、及びマイナスの要因と思われる要因を記す。

（1）プラスの要因

1） F ／ U 期間の２名の長期専門家は、ブラジル、中華人民共和国、大韓民国における

企業内での技術指導の経験が長く、その経験に基づく現場的に適切な指導が行われた。

2） 高度の理論や知識を教え込むのではなく、必要最低限の理論知識を確実に習得させ

た。

3） 各 C／ P は優秀で、怜悧というより純朴な面が見受けられる。

4） F／ U期間に鋳造した製品は 50 点以上、その木型は基本的にすべて自製した。その

すべては受注製品であった。

5） 受注開拓には、調整員、専門家、C ／ P らすべてが協力した。その一環として輸入

品の国産化のテーマでは FCDマンホールの民間に移転可能な技術での製造、実体品の

破壊試験での合格に成功した。水道メーターのカバー（サーフェースカバー）も輸入品

代替。なお、輸入品は年間400ｔ程度とされ、国内産への切り替えによる生産増加のチャ

ンスはある。

6） 調整員はスリランカ滞在 17年の経歴及び前の担当繊維プロジェクトの成功から顔も

広く、受注面への関与、専門家とC／Pの調和への貢献など、専門家の高い信頼を得て

いる。

7） 小さく技術水準の低い当国鋳造業界のなかで、技術面で圧倒的な優位を確立した。

8） 薄肉鋳鉄管に伝統的技術を有する某社は農業機械の一貫生産でも優位にある。ここ

を含め、多数の企業が本プロジェクトに協力的、というよりむしろ頼りにしているの

は、今までの実績によるものであろう。

（2）マイナスの要因

1） 鋳造協会（FD&SI）と本プロジェクトの実施機関である IDB との協力関係が悪く、

企業に対する協調的指導ができなかった。ただし、最近になって人事異動があり、協力

的になった。

2） 電力の不足に起因する大口電力価格の高騰から、高周波炉の操業をトップ指示で停

止されている。

3） 鋳物を使用する機械産業が脆弱で業界のまとまりもないため、政府も強化方針を出

せないでいる。
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4） 一部の製品を除き（Kandy 地区の真ちゅう製装飾ランプ）輸入品信仰がある？　

5） インドとの自由貿易協定によるインド製品の強力な売り込み。品質も良く価格も安

い。

6） 300kg 高周波炉と併せて、廃熱熱交換式の熱風キュポラを供与したが、操業時間が

１～２時間以下の現状ではその優位性を証明するに至らず、２段羽口式にすべきだった

ととれる発言が民間から出ている。２段羽口キュポラは、国内４社で操業中。

7） キュポラによる FCD溶製取り組みが行われていない。不安定な原材料品質からの判

断と思われるが、電力の高騰を考えると今後一考を要する課題であるが、残された期間

を考えると現段階では無理である。

8） 業界規模が小さく（統計がなく実体不明だが）、研修コースやセミナーの需要層な

いしマーケットに限りがみえる。

9） 鋳物を必要とする産業が少なく、既設設備の修理部品が需要部門にあげられている

状況である。したがって、C／Pが取り込める製品範囲も当然その域を出ない。制輪子

はあるが、ブレーキドラムはない。
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第４章　評価結果

４－１　評価５項目による評価結果

４－１－１　妥当性

（1）スリランカの上位政策との整合性

　一般論として、フォローアップ協力の上位目標は国営企業の民営化、輸出振興、貿易収

支の改善、民間部門の開発といった国家戦略と整合している。

（2）スリランカ経済のニーズとの整合性

　本鋳造プロジェクトの実施を正当化するにあたっての中核となる議論は、「鋳造業は機械

産業の裾野産業として重要である」というものであった。例えば、1993 年に JICAが実施

した工業分野開発振興計画調査においては、鋳造業の最も重要な役割は他産業、特に機械

産業を下支えすることであるとされている。

　ところが、スリランカの機械産業は現状において弱体に過ぎ、鋳造業に対して大口の需

要を創出することができない状況である。よって、技術協力が機械産業の裾野産業として

の鋳造業振興に寄与すると安直に想定したという意味で、本フォローアップの妥当性には

疑問を投げかけることができる。

　しかしながら、評価チームは関係者との議論を通じ、上述の議論がスリランカ経済にお

ける鋳造業の重要性自体を減ずるものではないことを確認した。むしろ、フォローアップ

協力は以下の理由により、スリランカ経済の切迫したニーズに対処するうえでは妥当で

あったと考えられる。

1） 鋳造業の必要性

　上述の1993年の JICA調査においては、鋳造業を含む金属加工業が、①他産業の下

支え、②（花形産業である繊維産業が主に女性労働者の雇用機会を創出したのに対

し、）男性労働者の雇用機会の創出、③貿易収支の改善、④国家所得の増加と産業の近

代化、といった便益をもたらすと述べられているが、この議論は本評価の実施時にお

いてもあてはまる。特に上記の①に関し、評価チームは高度な機械産業以外の様々な

産業において、以下のような鋳造製品に対する需要が存在することを確認した。

・歯車や滑車といった様々な産業、特に農業において用いられる機械のスペアパーツ

・蝶つがいなどの建築業で用いられる部品類

・輸送業におけるブレーキシューズ、ブレーキドラムといったスペアパーツや部品類

・金属産業におけるインゴットやビレット
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2） 鋳造技術レベルを向上する必要性

　上記にかかわらず、世界的な貿易自由化の流れに伴う競争的なビジネス環境のなか

で、スリランカの鋳造業は深刻な衰退の危機にさらされている。同産業がこの環境の

なかで生き残り、繁栄するためには鋳造製品に対する市場を拡大し、よって規模の経

済を得るための努力が必要であると認識されている。具体的には、上記1993年のJICA

調査においても提言されているとおり、①輸入代替（ミシン台、マンホールカバーな

ど）、②プラスチックなど鋳鉄以外の素材での生産が主流となってしまった製品の鋳造

品に対する需要回復、③輸出拡充、といった取り組みが考えられるが、これらはいず

れも鋳造業界の技術力向上を必要とするものであり、本フォローアップ協力の上位目

標と合致している。

3） 政府のコミットメント

　加えて、上述の状況を踏まえ、スリランカ政府が鋳造業支援に対して強いコミット

メントを有していることが確認された。

　JICAが 2000年に実施した「工業振興･投資促進計画調査（フェーズⅡ）」において

は、機械産業がターゲット産業７業種の１つとして選定されているが、本調査の提言

を受けて、スリランカの官民の関係者で構成されたタスクフォースが機械産業振興の

アクションプランを策定中である。議論の過程においては、貿易自由化の流れのなか

でスリランカ鋳造業は衰退の運命にあるのだという悲観的な意見も聞かれたものの、

タスクフォースは最終的に国内鋳造業は機械産業振興のうえで必須であるという結論

に達した。

　さらに、国内鋳造業を保護する目的で、政府は世界貿易機関（WTO）ルールで許容

されている範囲内で、鋳造製品の主要な原料であるスクラップの輸出に対し、暫定的

な措置として税金（cess）を課している。

　このように政府のコミットメントが確認されたことから、鋳造業振興に向けての日

本の協力は一層正当化することが可能であろう。

（3）IDB を実施機関に選定したことの妥当性

　工業開発委員会（IDB）はスリランカの中小企業育成支援を使命とする主要な公的機関

である。同国の鋳造業は主に小規模の家族経営企業から成っているので、本フォローアッ

プ協力の上位目標、プロジェクト目標は IDB の役割に合致しているといえる。
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（4）我が国の援助政策との整合性

　５年間の本体プロジェクトに比し、本フォローアップ協力はIDBという公的機関の技術

レベルを向上させることに協力活動を限定するというより、むしろ、民間鋳造業の支援を

より明示的に目標とした。このことは民間の中小企業育成に高い優先度を置く我が国のス

リランカに対する援助政策と軌を一にしている。

（5）結　論

　以上から、本フォローアップ協力はスリランカの開発政策及び経済のニーズ、更には我

が国の援助政策に合致しているといえる。協力実施の正当化がスリランカの実状を十分に

考慮せず、安直になされたきらいはあるものの、協力の妥当性は損なわれていないと判断

される。

４－１－２　有効性

（1）プロジェクト目標の達成状況

　C／ Pに対する技術移転は順調に進み、彼らの技術レベルはスリランカ国内でトップレ

ベル、いくつかの技術分野については日本の技能者検定１級程度に相当する技能を有する

と判断された。フォローアップ実施の主要な目的であった、民間部門に対する技術サービ

スの提供体制強化については、本フォローアップ期間中に研修コース４分野９コース（37名

が参加）、技術セミナー７回（220 名が参加）、刊行物の発行５件のほか、工場訪問 65件、

技術相談 23 件を行っており、これらの実績は評価すべきと思われる。

　研修コースはC／P自身によって企画、実施、モニタリングが行われており、IDBによっ

て行われた追跡調査においても大多数の受講者がコースに対して満足の意を表明している。

　６つの鋳造企業に対して行われたインタビュー調査においても、経営者全員がIDBから

学んだ新技術を自らの生産現場に導入し、製品の品質改善を実現したと述べている。IDB

が企業に対して実施した追跡調査においても、調査した27社中 25社が IDBから導入した

新技術を適用していることが分かっており、インタビューの結果を裏づけている。

　それにもかかわらず、過去の研修受講者のなかには、自らの豊富な現場での経験に照ら

し、研修内容が基礎的に過ぎたとコメントした者もいる。しかしながら、このような問題

はある意味避け得ないものと思われる。研修で培われた新しい知識は、受講者の実務経験

と補完し合うことによって初めて生産現場で役立つと考えられるからである。

　加えて、研修コースへの参加者が減少しているという問題も見受けられた。現状のプロ

ジェクト目標の達成レベルを維持するためには、IDB は鋳造業界の絶え間なく変化する

ニーズに応え、カリキュラム、教材を改訂、あるいは新規開発する必要がある。このこと
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は IDBが近い将来、独立採算の達成を求められること、よって研修コースの参加者に今よ

りも高額な受講料負担を求めなくてはならないことにかんがみれば、より切迫した問題で

ある。

　工場訪問、技術相談については、ほとんどの場合、日本人専門家がC／ Pに同行してい

る。C／ Pが独立して行う場合も、顧客から出された質問を専門家の意見を聞くためにも

ち帰らなくてはならないケースが往々にしてある。しかし、日々の活動を通じた実務的な

知識、技術の蓄積の結果、C／ Pが独力で対処できる技術的な問題の領域は着実に広がっ

てきているといえる。

（2）プロジェクト目標の達成に対する成果の貢献度

　上記の議論より、プロジェクト目標が達成されたのは、フォローアップ協力の成果があ

ればこそであったと結論して差し支えないと思われる。

（3）結　論

　プロジェクト目標はフォローアップ協力の成果の結果として、現段階においてはおおよ

そ達成されており、C ／ P の知識、技術が更に向上することにより、工場訪問、技術相談

の質も改善していくことが期待される。一方で、鋳造業界の規模が比較的限られているこ

とにかんがみれば、現在の達成レベルを維持するためには、研修コース、セミナーを含む

技術サービスの質を改善するためのたゆまぬ努力が必要であると結論される。

４－１－３　効率性

（1）日本側投入

　上述のとおり、日本側の投入はおおむね計画どおりであった。豊富な国際経験をもち、

幅広い技術分野をカバーできる技術専門家と、シンハラ語に堪能でスリランカでの勤務経

験が長い業務調整員の組み合わせが、効率性の高いプロジェクト活動を可能にした。

（2）スリランカ側投入

　スペアパーツや消耗品調達のための予算手当てやC／Pの辞職に伴う欠員の補充などに

若干の遅れはみられたものの、スリランカ側からの投入もおおよそ計画どおりであった。

本体プロジェクト期間中に日本での研修に参加したIDB職員のほとんどが本フォローアッ

プ協力にも関与しており、このことが効率的な技術移転につながっている。
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（3）投入から成果への転換の効率性

　電気料金の高騰により、IDBは本体プロジェクト期間中に供与された高周波炉の操業制

限を余儀なくされている。この点を除き、スリランカ・日本双方からの投入は有効に活用

され、効率的に成果へとつながっている。

（4）結　論

　比較的小規模の投入により満足のいく成果が得られており、協力の効率性は高かったと

判断される。

４－１－４　インパクト

（1）上位目標達成の見込み

　IDBから学んだ新技術を生産現場に適用し、返品率の低下などの形で事業の改善につな

げている鋳造工場も現れてきている。このことは明らかにフォローアップ協力の正のイン

パクトであり、上位目標が近い将来達成される可能性を示唆している。

（2）正のインパクト

　フォローアップ協力の間接的な正のインパクトとして、以下の点が指摘できる。

・IDBとスリランカ技術者協会（IESL）やスリランカ鋳造協会（FD&SI）といった関係

機関との関係が改善した。

・幹部のコメントによれば、IDBは本協力を通じて鋳造技術のみならず、プロジェクト

の計画、進捗管理の手法を学び、鋳造以外の部門の活動にも適用した。

・多くのC／Pが、フォローアップ協力に参加した結果として、職務に対するモチベー

ションが向上したとコメントしている。

（3）負のインパクト

　本フォローアップ協力の結果として、環境汚染といった負のインパクトが発生すること

は想定されない。

（4）結　論

　多くの場合、協力プロジェクトのインパクトは終了後数年を経たのちに現れ、そのよう

なインパクトを包括的に評価できるようになるまでには更に数年を要するものである。

よって現段階では暫定的な評価しかできないが、本フォローアップ協力においては望まし

い兆候も現れてきており、上位目標が近い将来達成される見込みがあることを示してい
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る。一方で、負の影響については今のところ現れていない。

４－１－５　自立発展性

（1）制度的自立発展性

　一般論として、IDBの中小企業振興という役割は製造業を支援するという政府の上位政

策と合致するものであり、企業開発・産業政策・投資促進省が今後も IDBの活動に対して

支援を続ける強い意思を有していることを評価チームは確認した。

　一方、政府の方針に従い、IDB は民間セクターの開発にあたって「リーダーシップ」を

とるというよりも、民間セクターの活動を円滑化していく「ファシリテーター」としての

役割を担っていくことになる。これを受け、IDBは組織の再編を計画中であり（新組織図

についてはAnnex 31参照）、例えば顧客が最初にコンタクトすべきマーケティング課の役

割が重要視されている。このような組織改革がいかに円滑になされるかによって、良かれ

あしかれ鋳造部門におけるプロジェクト活動の自立発展性に影響が及ぶ可能性があると考

えられる。

（2）技術的自立発展性

　C／ Pはほとんどの業界向け技術サービスを自ら企画、実施、モニタリングできるレベ

ルにまで達した。よって、プロジェクト活動は技術的観点からはおおむね自立発展性があ

る。国内の鋳造企業に利用可能な原材料、生産方法を活用しようという日本人専門家の方

針が技術的自立発展性を確かなものにするうえで貢献したと指摘できる。

　しかしながら、現在の研修コースは本体プロジェクト期間中に開発されたカリキュラ

ム、教材により実施されている。C／ Pは内容に精通しているコースで教えることに自信

を有しているが、研修コースが改善されることなく繰り返し実施されるのでは参加者数が

すぐに減少してしまうのは目に見えている。さらに、C／ Pが日本人専門家の助けなしで

工場訪問、技術相談を行うには更なる経験の蓄積が必要である。技術的自立発展性をより

確かなものにするには、業界が抱えているニーズ、問題を把握し、技術サービスの質を改

善することが必要である。

（3）財政的自立発展性

　フォローアップ協力期間終了後の、プロジェクト活動継続のための予算手当てについて

は若干の不安がある。特に、スペアパーツ、消耗品の調達、技術サービス（特にセミナー）

の提供のための資金確保が IDB にとって必要である。

　加えて、厳しい経済事情に起因するスリランカ政府の財政難はプロジェクト活動の自立
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発展性に対する最大のリスクとなり得る。政府の上位政策として、市場性のあるサービス

を提供している公的機関は近い将来独立採算を達成すべきという方針が掲げられている。

この目標を達成するためには、IDBはプロジェクト活動を継続するうえで必要な資金を確

保するための堅実かつ現実的な戦略を策定しなければならない。特に、IDBは技術サービ

スの提供にあたり、顧客からより高い料金を徴収することを早急に検討しなくてはならな

くなるものと思われる。

（4）結　論

　プロジェクト活動の自立発展性は必ずしも安泰とはいえない。技術的には、C／ Pは日

本人専門家の助けなしで自らの知識、技術を向上させていくことができるレベルに達した

が、特に制度的、財政的観点からは、プロジェクト活動の自立発展性は IDB、企業開発・

産業政策・投資促進省を含むスリランカ国内関係者の自助努力に依存するところが大きい

と結論される。

４－２　結　論

　全体的にC／Pに対する技術移転は成功裏に行われ、IDBの鋳造業界に対して技術サービスを

提供する能力は改善された。日本側、スリランカ側双方からの投入は効率的に活用され、成果の

発現につながった。C／Pは技術水準を自力で向上させていくことが可能であるとともに、そう

する自信を有するに至ったことから、フォローアッププログラムは予定どおり終了してよいと判

断される。民間企業がIDBの技術サービスをうまく活用している事例もあることから、近い将来

フォローアッププログラムの上位目標が達成される見込みはかなりの程度あるといえる。スリラ

ンカの鋳造業が機械産業の裾野産業としての役割を果たすという当初の想定には疑問をはさむ余

地があるものの、スリランカ経済全体を活性化させるために鋳造業が重要であるとの認識がある

ことから、プロジェクト活動の意義が損なわれるわけではない。政府とIDB自身にプロジェクト

活動の制度的、技術的、財政的自立発展性を確保していく強固なコミットメントがあれば、フォ

ローアップ協力の正のインパクトを維持し、更に強めることが可能であろう。

４－３　調査団長所見

４－３－１　調査の留意事項と評価結果

（1）1995 年 12 月から５年間にわたって実施された鋳造技術向上計画プロジェクト（以後、本

体プロジェクト）の終了時評価結果の提言に基づいて開始された本件フォローアップ協力

（以後、F ／ U 協力）の主な目的は、①本体協力期間中に達成が不十分と評価された技術分

野の追加的技術移転（特に鋳造業界に適切な技術が提供できるようになるため、実技による
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技術力の定着や応用力の向上）及び②本体プロジェクトの成果の持続性、工業開発委員会

（IDB）の自立的発展性確保の観点から、IDBの鋳造業界との関係強化のための取り組みへの

側面的支援、であった。上記目的の①はプロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）の

プロジェクト目標である 「IDBが業界に適切な技術サービスを提供できるようになる」に対

応し、②は PDMの上位目標である「スリランカ鋳造業界の技術力と生産能力が向上する」

に対応している。

　本件終了時評価を実施するにあたり日本側評価チームは、上位目標・プロジェクト目標・

成果・活動・投入などの PDM上の各項目ごとの実績及び実施プロセスに対する５項目評価

基準に基づく評価を行うことに加え、上位目標としたスリランカ鋳造業界の生産能力及び技

術力の向上が本件F／U協力を実施したことにより、いかに図られたかを調査の留意点の１つ

とした。

　また、本体プロジェクト及び本件F／U協力が我が国の政府ベースの技術協力案件として

採択された背景には、JICAが開発調査で作成したスリランカの工業分野振興及び投資促進に

係るマスタープランの提言――当国の鋳造業は、スリランカの有望産業７業種のうちの、機

械産業の振興に必要な裾野産業（supporting industry）として必要であり、その育成・発展を

図る必要がある旨の内容３――が論理的説明（Justification）となっているが、当国の機械産

業の現状と本件F／U協力の採択の妥当性を調査・評価することも、もう一方の留意点とし

た（上記留意点をスリランカ側評価チームに事前に連絡し、両チームが共通の認識に立って

合同評価を円滑に行えるようにした）。

（2）上位目標の達成度を客観的に評価するために、PDM で設定された検証指標に加えて、ス

リランカにおける過去５年間の鋳鉄製品の需要及び生産推移、鋳造製品の輸出入推移、主要

鋳造企業の製品不良率の推移などのマクロ及びミクロレベルの調査も試みたが、スリランカ

側における関連統計や資料の不整備により、定量的な検証を行うことができなかった（この

ことが関連統計の整備の必要性を提言することに結び付いた）。

　しかし、関係官庁・業界団体・企業などからの聞き取り調査結果によると、当国の鋳造業

を取り巻く状況は、経済活動の停滞による鋳造製品需要の減少、更に開放経済に基づく製品

輸入の自由化政策による輸入品の増加の影響を受け、厳しい状況に置かれ、操業も極度に低

下し、製品の生産も伸び悩みの状態にある。このようなプロジェクト自身の力が及ばない不

利な外部条件の下で、プロジェクトの上位目標の１つである「鋳造業界の生産能力が向上す

３　1993年に JICAが作成した工業開発マスタープラン。また、1999年に JICA及び国連工業開発機関（UNIDO）が共同で実施した

開発調査において、目標年次を2010年とする工業振興・投資促進のマスタープランを作成している。アパレル産業、皮革産業、

ゴム産業、プラスチック産業、機械産業、電気・電子産業、情報技術サービス産業の７業種が提案されている。
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る」という目標が達成されたと評価するのは困難であった。　　　

　しかしながら、F／U協力期間中に実施されたIDBによる企業訪問並びに技術相談などを

通じて、新たな設備の導入や生産技術の工夫･改善を試行する企業も現れている状況を確認

することができた。また、スリランカ技術者協会（IESL）、や鋳造協会（FD&SI）などの業

界団体との協調の下でのモデル工場選定の事例からもうかがえるように、最近になってIDB

と業界との連携の萌芽もみられる。こういったことから判断して、もう１つの上位目標であ

る「鋳造業界の技術力が向上する」ことに貢献しているものと評価した。

　以上、上位目標の達成度についての総合的判断として、現時点では満足のいく程度に達成

されたとはいえないまでも、当国の製造業全体を取り巻く状況を斟酌し、外部条件が好転す

れば（内戦の平和的終結、復興事業による生産活動の活発化など）、将来的にはプロジェク

トの上位目標が達成される可能性が高いと評価した。

　　　　

（3）本件本体プロジェクト及び F ／ U 協力を我が国のスリランカに対する政府間技術協力案

件として採択する理由となった「機械工業を発展させるための裾野産業である鋳造業を発展

させるという政府の方針」との整合性については、当国の機械産業が極めて脆弱な状態にあ

り、鋳造製品の需要を惹起する力をもっていないことにかんがみれば、現状のスリランカ経

済における鋳造業と機械産業の関連性は薄く、プロジェクト実施の正当化（justification）が

安直すぎた感は否めない。

　しかし、調査団はスリランカ側関係者との協議を通じて、鋳造業は農業、建設、運輸セク

ターなどの多方面に一部最終製品や様々な部品を提供する必要がある重要な現地産業であ

り、政府も関連業界を含めたタスクフォースを設置して鋳造業の振興策を検討していること

を確認できた。したがって、スリランカ経済全体からみた鋳造業発展の重要性及びそのため

のプロジェクトの妥当性は現在及び将来にわたっても確保されると判断した。

４－３－２　５項目基準に基づく評価結果

（1）５項目評価基準に基づく、プロジェクト目標や成果の達成度、投入及び活動状況に関し

ては、前述のとおりおおむね達成されたと評価し、F ／ U 協力は 2003 年５月末日をもって

終了することとし、合同調整委員会において了承された。

　しかし、持続可能性に関しては、財務的観点からみると若干の懸念が残る。政府は全政府

関係機関に対して自主採算制を導入しつつある。IDBも近い将来のうちに自主採算制を導入

することになると、セミナー、ワークショップ等の研修経費や企業への技術相談料などを採

算ラインまで上げなければならず、体力がなく生産活動の範囲も狭い鋳造業界が応分の対価

を支払える財務的能力を早急に付けることができるか懸念されるところである。プロジェク
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ト活動に必要な経費の確保のいかんによっては、供与機材の部品や原材料の調達にも支障が

生ずるおそれもある。特に、電気料金の高騰によって高周波誘導炉の利用に支障を来してい

る現状にかんがみても、将来の活用について懸念されるので、F／U協力終了後も現地事務

所による事後モニタリングなどにより、遺漏なき措置を講じる必要があると思われる。

４－３－３　F ／ U 協力の成果

（1）本件の本体プロジェクトに対する日本側の投入は、機材供与額が約３億 7,800 万円、総額

約10億8,500万円とプロジェクト方式技術協力のなかでは大型案件であった。５年間の協力

実施中に到達できなかった幾つかの目標を２年間のF／U協力で実施すべく開始されたのが

本件協力であった。２年間の協力期間中に日本側より投入された経費は約１億円で、F／U

協力で達成された成果から判断すれば、少額の追加投入で本体プロジェクトの目的の達成及

び持続性を確保することができたと判断される。経済状況の悪化に苦しみ、協力期間の終了

後オーナーシップを十分発揮できない後発開発途上国への協力のあり方として、類似分野で

新規のプロジェクトを立ち上げたり、フェーズⅡを開始したりするよりも、少ない追加投入

でプロジェクトの成果の持続性が確保され、受入国の経済発展に貢献することのできる協力

のあり方の一例であると思われる。

（2）IDBより、本件F／U協力終了後に既に正式要請が提出されているシニア海外ボランティ

ア派遣について言及されたが、調査団はマンデートが与えられていないため、口頭で要請が

あったことを JICA 本部に伝達することをミニッツに記載する旨を伝え、IDB も了承した。

　本件については、３名のグループ派遣の要請が出されている由であるが、現在の専門家派

遣からシニア海外ボランティア派遣への単なる協力スキームの変更で、協力をだらだらと継

続するのは、受け入れ国側の自立発展性を喚起する観点からも望ましい対応とは思われな

い。

　しかし、IDBが現在芽生えつつある民間鋳造業界への技術的連携強化のため、現場で応用

可能な技術やノウハウに関する指導・助言をシニア海外ボランティアから得たいとするなら

ば、高額な機材の供与の下、７年にわたって実施したプロジェクト成果の更なる発現を促す

観点からも、ボランティアの派遣を検討する価値のある要請であると思われる。そのために

は、IDB がボランティアに期待する業務内容を慎重に調査する必要がある。

　候補者の選考にあたっては、スリランカ鋳造業界の現状を勘案すれば、高額な電気代の関

係から、民間鋳造企業ではキュポラを用いた操業が中心になるものと予想されるため、キュ

ポラの操業に明るく、かつ海外の現場で操業指導の経験がある人が望ましいと思われる。
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４－３－４　評価調査実施方法及び相手実施機関の対応

（1）今次評価調査において、スリランカ側の評価チームはIESL副会長、大学教授、企業開発・

産業政策・投資促進省機械産業担当課長及び鋳造業界より選ばれた２名の代表によって構成

されており、評価作業はプロジェクトの部外者によって行われた。当国の鋳造業に関係する

幅広い分野の部外者で評価作業を実施したため、極めて客観的で具体的な評価結果及び提案

を得ることができたと判断される。このことは、25日に行われた合同調整委員会の場におい

て、議長役である企業開発・産業政策・投資促進省次官が評価報告書の内容に関し、取りか

かれる改善策を検討するためにIDBを含め関係省庁及び業界関係者で合同の会議開催を指示

したことでもうかがわれる４。

（2）今次評価調査にあたり、プロジェクトの実施機関である IDBをはじめ、関係省庁･機関及

び企業は日本側調査団の調査に真摯に対応し、非常に協力的であった。短期間の現地調査で

当初の目的を達成できたことは、日本人専門家の全面的協力はもちろんのこと、スリランカ

側の対応によるところが大きいと思われる。

　

４    IDBが試作したマンホールカバーは品質において輸入品に劣らないが、ユーザーである水道公社の調達システム及び商習慣によ

り、水道公社幹部でないと採用の決定ができない旨の問題に対し、次官は関係者の会議を招集するように指示した。
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第５章　提言と教訓

５－１　提　言

　以上の評価結果を踏まえ、合同評価チームはスリランカ政府、工業開発委員会（IDB）の双方

に対し、以下の提言を行った。

５－１－１　スリランカ政府に対する提言

（1）鋳造業振興の妥当性に関する議論の深化

　スリランカ政府は、機械産業振興アクションプランの策定という進行中の取り組みに

沿って、鋳造業振興の妥当性に関する議論を官民の関係者を交え、更に強化するべきであ

る。特に評価チームとしては、高度な機械産業の裾野産業としての鋳造業を振興するとい

うよりは、ニッチ（隙間）マーケットにおける鋳造製品（農業機械のスペアパーツ、建築・

輸送業における部品、ビレット・インゴットなど）に対する需要を充足するという現実的

路線を堅持することが望ましいと考える。

（2）統計資料提供体制の整備

　マクロレベルでの鋳造業に関する、信頼に足る統計を提供できる体制を整備すべきであ

る。このような統計が存在することは、健全な産業政策を立案するうえでの基礎としてば

かりでなく、JICAを含むドナーが協力の数量的成果指標として統計資料を活用しようとい

う流れにあることにかんがみても重要である。

（3）公的機関に対する財務面でのインセンティブの付与

　政府はIDBのような公的機関に自己収入をあげるためのインセンティブを付与するべき

である。現状においては、IDBが自己収入をあげた場合、全く同額が政府拠出金から控除

されるため、IDBが技術サービスの提供を通じて自己収入を増やそうという努力を阻んで

いる。よって、支出の性質が IDBに与えられた使命に合致する限り、IDBがあげた自己収

入は IDB 自身が自由に支出できるよう認められるべきである。

５－１－２　IDB に対する提言

（1）技術サービスの質の改善

　IDBは協力終了後も技術サービスの質を改善させるためのたゆまぬ努力を維持するべき

である。日本人専門家が去ったあと、この作業はIDBにとって困難なものとなろう。しか

し、民間の変わりゆくニーズを調査することを通じ、研修コースのカリキュラム、教材は
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必要に応じ改訂ないし新規に開発されるべきであるし、技術セミナーや出版物に関する新

たなトピックの開拓にも努める必要がある。また、C／ Pには鋳造技術の最新の国際的動

向に注意を払い、国内鋳造業への適用を検討することが望まれる。“Modern Casting”や

“Foundry”といった国際的な出版物は、このような知識を得るための適当な情報源となる。

（2）IDB の民間活動支援に向けての役割

　IDBにとっての究極の目標は、民間鋳造業界の業況改善に資することである。IDB幹部

は IDB がスリランカにおける企業に対する事業支援サービス（Business Development

Service：BDS）を牽引していくべきだという考えを有しているが、評価チームはこの考え

に賛同するものである。IDBがこの重要な役割を担うために、より具体的な提言が可能であ

る。

　まず、鋳造部門におけるプロジェクト活動は IDB内の関連部署、特にマーケティング、

企画担当部署との連携を深めたうえで行われるべきである。

　第２に、IDBはその活動を企画、実施するうえで、大学、スリランカ技術者協会（IESL）、

民間業界団体〔鋳造協会（FD&SI）や地域レベルの業界団体〕といった外部の関係機関の

意見を聞く体制を維持すべきである。

　第３に、IDBは顧客の声を聴取し、対応することが可能なモニタリング制度を確立する

必要がある。すなわち、研修コース、セミナーの参加者や技術相談の顧客に対する質問表

の作成にあたっては、何らかの建設的な意見が出てくるように工夫すべきである。逆にい

えば、質問表の回答者が IDBのサービスに対して満足の意を表明したとしても、それで満

足するのではなく、建設的な示唆を得るべく更なる調査を重ねるべきである。

　最後の提言は、民間鋳造業界に協力関係が欠如しているように見受けられることに関連

する。個々の企業は事業運営にあたって過度に秘密主義的であり、情報やノウハウを相互

に共有しようという機運に欠けている。スリランカの鋳造業界が、近年の厳しい事業環境

を生き残ろうとするならば、業界全体がクラスターとして繁栄できるように、この慣習が

改まらなくてはならないと思われる。IDBは、業界団体との連携を通じ、民間鋳造企業の

成功例（ベストプラクティス）や技術上の問題を積極的に蓄積し、そのような情報を業界

全体で共有することにより、このような意味での業界の変革に資することができるかもし

れない。

（3）IDB の独立採算

　体力のない中小企業に財政負担をかけるべきでないという見解もあり、議論の余地のあ

るところであるが、評価チームは IDBが技術サービスの提供にあたり、顧客に料金を課す
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ことによって収益をあげるという考えを支持する。厳しい財政事情を受け、IDBのような

公的機関には独立採算の達成を求めるという政府方針が掲げられていることもあり、いず

れにせよ、IDBは自己収入を増加させていく必要がある。このような状況にあっては、IDB

の存在意義自体が常に疑問にさらされているということをIDBの職員自身が十分に認識す

るべきである。

　この困難な状況に対処するために、評価チームはIDBが独立採算を徐々に志向すること

を提言する。技術サービスを提供するにあたっては、民間セクターが IDB の実力を認識

し、そのサービスに対価を支払ってもよいと考えることが決定的に重要である。現状にお

いては、IDBはまだそのような実力を身に付ける過程にあると考えるのが妥当であり、過

渡期においては政府からの支出に依存することが正当化されるべきである。政府の支出

を、C／ Pの技術力を更に強化して技術サービスの質、民間セクターにおける IDBの名声

を向上させるための投資として活用するのである。別言すれば、独立採算はC／Pが民間

企業との日常的交流を更に深め、より多くの実務経験を積むことによってのみ、達成可能

ということである。

　独立採算達成へ向けての手始めとしては、例えば顧客に対し、工場診断にあたっての直

接経費をカバーする程度の料金を課すことが検討に値しよう。なお、輸入品を内製しよう

とする IDBの試みは、技術サービスの提供事業とは一線を画すが、民間鋳造企業の活動を

圧迫しない限りにおいて、C／Pの技術力向上のための手段として正当化されるべきである。

（4）ターゲット製品の民間による輸入代替

　IDBはマンホールカバー／フレームや水道のサーフィスボックスといった、自らが国産

化に成功した鋳造製品の生産に着手する民間企業を見いだすことに最大限の努力を払うべ

きである。民間企業による国産化がなされれば、そのことは上位目標の達成を示す象徴的

な出来事となるばかりでなく、民間セクターにおけるIDBの名声も大きく改善することに

つながるからである。

（5）獲得した知識・技術の IDB 内での普及

　人材開発計画の一環として、IDBは日本人専門家からの技術移転を通じて得た知識や技

術を組織内でも普及するよう努めるべきである。これは現在のC／PがIDBを離れるよう

な不測の事態が生じた場合にも、IDBが期待された役割を果たし続けるために必要な措置

である。この目標のためには、職員の多能工化を図る慣習がフォローアップ期間の終了後

も持続されるべきであろう。
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（6）着実かつ漸進的な専門性の拡大

　IDBは当面、（他の鋳造技術にかかわる知見を野心的に拡大しようとするよりも）７年間

の協力においての主要なトピックであった鋳鉄分野での専門性向上に集中すべきである。

IDBの人材リソースは比較的限られており、すべての鋳造分野をカバーしようとすれば、

「IDBの職員は様々な技術分野で教科書レベルの知識には通じているが、民間企業から寄せ

られる現場レベルの日常的な疑問には的確に対応できない」といった状況に陥るおそれが

ある。

（7）スペアパーツ、消耗品の調達の安定化

　機械設備を良好な状態で操業するためには、十分な財政的裏づけに支えられた安定的な

スペアパーツ、消耗品の調達手続きを確立しなくてはならない。このためにはIDBの鋳造

部門は日常的な出費について現状より大きな裁量が与えられるべきである。更には、機械

設備の維持管理を信頼できる業者に外注することも検討に値しよう（もし、そのような業

者が存在するならば、であるが）。

（8）プロジェクト活動の存続

　最後に、フォローアップ期間の終了後もプロジェクト活動が存続することが当然のこと

ながら望まれるが、そのためには、７年間の協力期間中に日本側から提供された汎用機材

類（車両、OA 機器など）が IDB の鋳造部門にとどまり、協力期間中と同様の良好な状態

に維持されるべきである５。

５－２　教　訓

　本フォローアップ協力の評価結果に基づき、将来における類似の協力プロジェクトの企画、実

施に資する以下の教訓が得られた。

（1）現地の事情に配慮した協力

　本フォローアップ協力においては、スリランカの鋳造業界の現地事情に特別な配慮がなさ

れたことで、C／ Pへの技術移転が成功裏に行われた。具体的には、日本人専門家は現地企

業の技術力、保有設備、原材料の質といった要素に照らして妥当な技術や工法を柔軟に採用

している。現地事情を理解するうえでは、重点的な工場訪問やモデル工場との協働が効果的

５　本提言事項はIDBのC／P側からの強い要望により盛り込まれたものである。彼らにとって協力期間終了後にこれら汎用機材が

「徴収」されてしまうとの懸念が相当に大きいことがうかがわれた。
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であった。よって、このような柔軟な姿勢や活動が類似のプロジェクトにおいても奨励され

るべきである。

（2）民間セクターの規律・慣習の公的実施機関への適用

　協力プロジェクトに派遣される日本人専門家は、多くの場合民間セクター出身であるた

め、各々の技術分野での専門家であることに加え、日本の民間企業の規律や慣習に通じてお

り、このことが途上国の公的セクターにある実施機関に対し、有用な教訓を与え得る。本

フォローアップ協力においては、日本人専門家のこの分野での経験がプロジェクト目標の達

成に貢献したと考えられる。C／ Pが計画どおりに配置されない事態に対して、C／ Pを多

能工化する試みを導入したことが一例である。さらに、多くのC／Pが日本人専門家との協

働を通じ仕事に対するモチベーションが向上したと表明しており、さらにIDBの他部門まで

もが日本人専門家が本フォローアップ協力に導入した計画管理手法を導入している。

　よって、類似の協力プロジェクトにおいても、このような日本人専門家の経験は、これら

専門家の本来の技術分野における技術移転の支障とならない限りにおいて、積極的に活用さ

れるべきである。必要に応じ、専門家の TOR（業務内容）において、このような活動内容を

明示的に含めておくことも検討に値しよう。近年の傾向として、途上国の政府は民間セク

ター支援を役割とする公的機関に対し、技術志向というよりも顧客志向を強めるよう求めて

いるところであることからも、この提案は妥当なものと考えられる。

（3）協力プロジェクトの入念な企画

　本フォローアップ協力のプロジェクト・デザインには、幾つか不適切な点があったといわ

ざるを得ない。まず、「鋳造業界が IDB の技術サービスを活用する」、「IDB が鋳造協会と協

力的な関係を確立する」といったプロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）上の外部

条件は、実際にはプロジェクト活動の明示的な目標と位置づけられるべきであったと思われ

る。第２に、プロジェクト目標や上位目標の達成状況をより客観的に測るために、より定量

的な指標（いわゆるベースラインデータ）が用いられるべきであった。第３に、「研修コース

受講者のスリランカ鋳造業界における分布状況」といった指標はスリランカの個別事情を考

慮すれば不適切であることが、綿密な事前調査を行っていれば分かっていたはずである。

　さらに、フォローアップ協力に先立って、①鋳造業界の実態、②業界支援に向けての政

策、③大学、IESL、FD&SI を含む業界団体の役割や IDB との関係、といった IDB にとって

の外部環境について、より重点的に調査する余地があったように思われる。

　これらの問題を防ぐために、プロジェクト・デザインを決定するにあたり、十分な時間と

リソースが計画段階において割り当てられるべきである。特に、特定の民間セクターを振興
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することを目的とした協力プロジェクトの実施を正当化するにあたっては、計画段階におい

て協力の妥当性を見極めるために、当該産業の振興策そのもののみならず、そのような政策

が策定されるに至った政策過程にまで着目することが望ましい。

（4）他プロジェクトとの比較に基づいた評価

　協力プロジェクトの効率性を評価するにあたっては、評価の客観性を確保するために他プ

ロジェクトとの比較が試みられるべきである。（本指摘は、スリランカ側評価チームからなさ

れたものである。本フォローアップ協力については、５年間の本体プロジェクトに比べれ

ば、投入が小規模であり効率的であったという評価が可能であるとともに、他の鋳造分野の

類似プロジェクトとのより詳細な比較に基づいて評価を行うという選択肢もあったものと思

われる）
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